
（平成２２年８月１１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 8 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 24 件

国民年金関係 11 件

厚生年金関係 13 件

年金記録確認京都地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



京都国民年金 事案 1889 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 41 年６月から同年 12 月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39 年７月から 41 年３月まで 

             ② 昭和 41 年６月から同年 12 月まで 

    Ａ市で住み込みで働いていたころ、勤務先に集金人が来て国民年金保

険料を納付したことを覚えている。申立期間が未納となっていることに

は納得できないので、記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②について、国民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年

金手帳記号番号は、昭和 41 年９月に払い出されていることが同手帳記号番

号払出簿により確認できることから、申立人は、このころ国民年金に加入

したものと推認でき、申立期間は現年度納付が可能であり、国民年金に加

入しながら保険料を納付しなかった事情も見当たらない上、申立期間の前

後の保険料は納付済みであり、同年４月以降、申立期間②を除き、国民年

金加入期間について保険料の未納は無いことを踏まえると、申立人が申立

期間の保険料を納付したものとみても不自然ではない。 

   一方、申立期間①について、申立人は、集金人に申立期間の国民年金保

険料を納付していたと主張している。 

   しかしながら、Ａ市が保管する国民年金被保険者名簿の検認記録により、

申立期間①は未納であることが確認でき、当時の被保険者台帳である特殊

台帳には、申立期間のうち、昭和 39 年７月から 40 年３月までについては

「時効消滅」、同年４月から 41 年３月までについては、未納であるとの記



載が確認できることから申立内容とは符合しない上、申立人が国民年金に

加入した上記の時点において、申立期間①の国民年金保険料を納付するに

は、過年度納付によることとなるが、さかのぼって納付したとの主張は無

い。 

   また、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料(家計簿、確定申告書等)は無く、ほかに申立期間①の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人について、

氏名を複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の国民年金手帳記

号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 41 年６月から同年 12 月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 

 



京都国民年金 事案 1890 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 51 年４月から同年 11 月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

     

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年８月から 51 年 11 月まで 

    私は、20 歳になった昭和 45 年＊月ごろ、区役所で国民年金の加入手

続を行い、国民年金保険料は集金人に母親と一緒に納付し、妹が 20 歳に

なってからは３人一緒に納付していた。申立期間が未納とされているこ

とには納得できないので、調査してほしい。 

       

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 51 年 12 月以降、国民年金加入期間について、国民年金

保険料をすべて納付していることが確認できることから、保険料納付意識

は高かったものと考えられる。 

   また、申立期間のうち、昭和 51 年４月から同年 11 月までについて、国

民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳記号番号は、52 年１

月に払い出されていることが同手帳記号番号払出簿により確認できること

から、申立人は、このころに国民年金の加入手続を行ったものと推認でき、

国民年金の加入状況、保険料の納付状況等を記録しているＡ市の国民年金

収滞納リストでは、当該期間は未納とされおり、現年度納付していなかっ

たものと推認されるものの、申立人の特殊台帳の昭和 51 年度の摘要欄に、

申立人からの申出により発行されたものと考えられる「納付書」の押印が

有ることが確認できることから、申立人は、この納付書により当該期間の

保険料を納付したものとみても不自然ではない。 

   一方、申立期間のうち、昭和 45 年８月から 51 年３月までについて、申



立人は、20 歳になった 45 年＊月ごろ国民年金の加入手続を行い、国民年

金保険料を申立人の母親と一緒に納付し、申立人の妹が 20 歳になってから

は３人一緒に集金人に納付していたと主張している。 

   しかしながら、申立人が国民年金の加入手続を行った昭和 52 年１月の時

点では、当該期間の一部は既に時効により国民年金保険料を納付できない

期間であり、当該期間の保険料を納付するには特例納付及び過年度納付に

よることとなるが、特例納付が実施されていた時期ではない上、申立人の

母親については、申立期間は納付済みであるものの、申立人の妹について

は、48 年１月から 49 年３月までは未納であることが、オンライン記録に

より確認でき、申立内容とは符合しない。 

   また、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人について、婚

姻前の氏名を含め複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の国民

年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 51 年４月から同年 11 月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 

 



京都国民年金 事案 1891 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49年 10月から 50年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

    住    所 ：  

                                                 

  ２ 申立内容の要旨   

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年 10 月から 50 年３月まで 

    父親がＡ市役所で国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を自分

の保険料と一緒に納付してくれていた。父親は、まとめて納付したこと

があると言っていた。申立期間の保険料の納付について調査してもらい

たい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は６か月と比較的短期間であるとともに、申立人は、申立期間

を除き、国民年金保険料の未納は無く、申立人の保険料を納付していたと

する申立人の父親は、昭和 36 年４月以降、60 歳まで保険料をすべて納付

していることが確認できることから、保険料納付意識は高かったものと考

えられる。 

   また、国民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳記号番号

は、昭和 51 年 10 月に払い出されていることが同手帳記号番号払出簿によ

り確認できることから、申立人は、このころ国民年金に加入したものと推

認され、この時点において、申立期間は過年度納付が可能であり、Ａ市で

は、国民年金の加入届を受け付けた場合、納付可能な過年度保険料につい

ても納付を勧奨することが通例であり、申立期間直後の昭和 50 年度分の保

険料が過年度納付されていることを踏まえると、申立期間についても、保

険料が納付されたものとみても不自然ではない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



京都国民年金 事案 1892 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48年 12月及び 51年１月から同年３月までの期間の国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 48 年 12 月 

             ② 昭和 51 年１月から同年３月まで 

    私は、昭和 48 年 12 月にＡ市役所で国民年金の加入手続を行い、国民

年金保険料を納付していた。申立期間の保険料が未納であることには納

得できないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①は１か月、申立期間②は３か月といずれも短期間であるとと

もに、申立人は、申立期間及び第３号被保険者期間を除き、60 歳になるま

で国民年金保険料をすべて納付していることが確認できることから、保険

料納付意識は高かったものと考えられる。 

   また、申立期間①について、申立人は、昭和 48 年 12 月 21 日に国民年金

に任意加入していることが、特殊台帳及び申立人が所持する国民年金手帳

により確認でき、申立人は、この日に国民年金に加入したものと考えられ、

任意加入しながら、申立期間の国民年金保険料を納付しなかったとは考え

難い。 

   さらに、申立期間②について、申立人は、申立期間の前後の国民年金保

険料を納付していることが確認できる上、申立期間の保険料を納付しなか

った事情も見当たらないことから、申立期間の保険料を納付したものとみ

ても不自然ではない。 

   その他の事情を含め総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



京都厚生年金 事案 1939 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 20 年３月 31 日から同年４月２日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ株式会社(現在は、株式会社Ｂ)Ｃ支店

における資格喪失日に係る記録を同年４月２日に訂正し、当該期間に係る

標準報酬月額を、60 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20 年３月 31 日から同年 10 月１日まで 

    昭和 19 年４月にＡ株式会社Ｃ支店に入社し、会計課に配属され、20

年＊月＊日のＤ空襲で被災して疎開した頃に短期間だけＥ会の仕事を手

伝った後に庶務課に異動して同年 10 月中ごろまで勤務していたが、同社

における資格喪失日が同年３月 31 日になっている。同年８月９日の原爆

のことや同年８月 15 日の玉音放送も会社の庶務課で聞いたのをはっき

り憶えている。申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の元同僚の回答から、期間の特定はできないものの、申立人がＡ株

式会社Ｃ支店に勤務していたことは推認できる。 

   また、株式会社Ｂが保管しているＡ株式会社Ｃ支店に係る社員台帳では、

申立人の退職年月日は、昭和 20 年４月１日と記載されていることが確認で

きる。 

   さらに、申立人と同様の業務に従事していた同僚は、Ａ株式会社Ｃ支店

に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期間に係る厚生年

 



金保険の記録が継続していることが確認できる。 

   これらのことから、申立人は、申立期間のうち昭和 20 年３月 31 日から

同年４月２日までの期間においてＡ株式会社Ｃ支店に継続して勤務し、当

該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る昭和 20 年２月の社会保険事務所（当時）の記録から、60 円とすること

が妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連

資料及び周辺事情が無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 

   一方、申立期間のうち、昭和 20 年４月２日から同年 10 月１日までの期間

については、Ａ株式会社の複数の元同僚に照会したが、当該期間における申

立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認できる供述を得るこ

とはできなかった。 

   このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



京都厚生年金 事案 1940 

 

第１ 委員会の結論  

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を 62 万円に訂正するこ

とが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15 年 12 月 10 日 

    申立期間において、Ａ株式会社から標準賞与額の届出が漏れていたた

め、同社の事務担当者が、平成 22 年２月８日に年金事務所に健康保険厚

生年金保険被保険者賞与支払届を提出したが、保険料を徴収する権利が

時効によって消滅しているため、事業主は厚生年金保険料を納付できず、

当該記録の訂正は行われたものの、厚生年金保険の給付には反映されな

いので、保険給付に反映されるよう当該標準賞与額に係る記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ株式会社から提出された臨時手当台帳及び申立者一覧表から、申立人

は申立期間において、標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準賞与額については、上記の臨時手当台帳及び申立

者一覧表において確認できる保険料控除額から、62 万円とすることが妥当



である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は申立期間当時の手続誤りを認めており、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後の平成 22年２月８日に申立てに係る賞与支払届を提出

したことが確認できることから、社会保険事務所(当時)は、申立人に係る申

立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



京都厚生年金 事案 1941 

 

第１ 委員会の結論  

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を 27万 1,000円に訂正す

ることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15 年 12 月 10 日 

    申立期間において、Ａ株式会社から標準賞与額の届出が漏れていたた

め、同社の事務担当者が、平成 22 年２月８日に年金事務所に健康保険厚

生年金保険被保険者賞与支払届を提出したが、保険料を徴収する権利が

時効によって消滅しているため、事業主は厚生年金保険料を納付できず、

当該記録の訂正は行われたものの、厚生年金保険の給付には反映されな

いので、保険給付に反映されるよう当該標準賞与額に係る記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ株式会社から提出された臨時手当台帳及び申立者一覧表から、申立人

は申立期間において、標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準賞与額については、上記の臨時手当台帳及び申立

者一覧表において確認できる保険料控除額から、27 万 1,000 円とすること



が妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は申立期間当時の手続誤りを認めており、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後の平成 22年２月８日に申立てに係る賞与支払届を提出

したことが確認できることから、社会保険事務所(当時)は、申立人に係る申

立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



京都厚生年金 事案 1942 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、株式会

社Ｂ）における資格喪失日に係る記録を平成元年８月１日に訂正し、申立

期間の標準報酬月額を 14 万 2,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年３月１日から同年８月１日まで 

    Ａ株式会社での厚生年金保険について、途中で退職した事実は無く、

継続して申立期間においても勤務し、事業主から厚生年金保険料が控除

されていたので、当該期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録及び複数の元同僚の回答から、申立人は、申立期間にお

いてＡ株式会社に継続して勤務していたことが認められる。 

   また、申立人は、給与明細書を所持していないものの、申立人と同じ運

転手である複数の元同僚が所持する給与明細書により、申立期間の厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが確認できることか

ら、申立人についても継続して保険料が控除されていたと考えるのが相当

である。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間の厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る平成元年２月のオンライン記録から 14万 2,000円とすることが妥当であ

 



る。 

   一方、オンライン記録では、Ａ株式会社は、平成元年３月１日付けで厚

生年金保険の適用事業所ではなくなり、その後、当該事業所は、同年８月

１日付けで再び厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間は適用

事業所としての記録が無い。しかし、当該事業所は申立期間においても継

続して業務を行っており、当時の従業員数から厚生年金保険法に定める適

用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は保険料を納付したか否かは不明としているが、申立人の申立期間

において適用事業所でありながら、社会保険事務所（当時）に適用の届出

を行っていなかったと認められることから、申立人の申立期間に係る保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



京都国民年金 事案 1893 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61 年４月から平成４年７月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61 年４月から平成４年７月まで 

    申立期間当時、第３号被保険者は国民年金保険料の納付が不要である

ことを知らなかったため、毎年、年度始めに送られてきた納付書により

郵便局で申立期間の保険料を納付していた。申立期間について保険料を

納付したことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金の加入資格が任意から第３号被保険者になった昭和

61 年４月以降も、申立期間の国民年金保険料を納付書により納付していた

と主張している。 

   しかしながら、第３号被保険者は、制度上、被保険者自身が保険料を納

付することを要しない上、申立人は昭和 61 年４月１日に第３号被保険者資

格を取得し、その処理は同年６月 24 日に行われていることがオンライン記

録により確認でき、このことは、Ａ市が国民年金の加入状況、国民年金保

険料の納付状況等を記録している国民年金収滞納リストにおいて、申立期

間は第３号被保険者とされていることからも確認できることから、第３号

被保険者である申立人に、毎年、同市から納付書が送付されたとは考え難

く、申立内容とは符合しない。 

   また、申立人が、第３号被保険者である申立期間について国民年金保険

料を納付した場合、当該保険料は還付されることとなるが、その形跡は見

当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連



資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人について、

婚姻前の氏名を含め複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の国

民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しな

い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



京都国民年金 事案 1894 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 63 年４月から平成元年３月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63 年４月から平成元年３月まで 

    私は、申立期間中はアルバイトで国民年金に加入していなかったが、

父親から納付期限が２年であるので早く納付するよう勧められ、平成元

年３月にＡ区役所で国民年金の加入手続を行い、１年分の国民年金保険

料として約 10 万円、現年度納付した。申立期間が未納となっているので、

調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成元年３月にＡ区役所で国民年金の加入手続を行い、申立

期間である１年分の国民年金保険料を納付したと主張している。 

   しかしながら、Ｂ市が国民年金の加入状況、国民年金保険料の納付状況

等を記録している国民年金収滞納リストにおいて、申立期間は「登載なし」

とされていることから、当時、申立期間は国民年金の未加入期間であり、

保険料を納付できなかったものと考えられる上、申立期間直後の平成元年

度も「登載なし」とされ、２年度については「未納」とされていることが

確認できることから、申立人は平成２年５月から３年４月の間に国民年金

に加入したものと推認でき、申立内容とは符合しない。 

   なお、上記の収滞納リストにおいて、平成元年度は「登載なし」、２年度

は「未納」とされているものの、この２年間分については、国民年金保険

料が納付済みの記録となっていることがオンライン記録により確認できる

ことから、申立人は上記の国民年金加入時点で、当該期間の保険料を過年

度納付したものと考えられる。 



   また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人について、婚

姻前の氏名を含め複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の国民

年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



京都国民年金 事案 1895(事案 1377 の再申立て) 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 39 年６月から 44 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

   また、申立期間のうち、昭和 44 年４月から 45 年３月までの国民年金保

険料については、既に納付済みの記録となっていることから、納付記録を

訂正する必要は無い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年６月から 45 年３月まで 

    私は、昭和 39 年に国民年金に加入し、集金人に国民年金保険料を納付

していたので、納付記録に欠落が有ることには納得できない。再度、前

回と同じ申立理由で再申立てする。 

    なお、第三者委員会の回答では、１年だけ認めるとされているが、す

べて認められなければ納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   前回、申立期間に係る申立てについて、国民年金保険料納付の前提とな

る申立人の国民年金手帳記号番号は、同手帳記号番号払出簿から、昭和 46

年６月に払い出されていることが確認でき、申立人の所持する国民年金手

帳が同年４月 28 日に発行されていることから、申立人は、この日に国民年

金に加入したものと推認されることから、この時点において、ⅰ)過年度納

付が可能な昭和 44 年４月から 45 年３月までについては、国民年金保険料

を納付したものとみても不自然ではないこと、ⅱ)昭和 39 年６月から 44 年

３月までについては、既に時効により国民年金保険料を納付できない期間

であることなどから、納付していたものとみることはできないとして、既

に当委員会の決定に基づき平成 21年 10月 29日付けで一部あっせんの通知

が行われている。 



   今回、申立人は、一部の期間のみを認めた第三者委員会の決定には納得

できないとして、既に納付済みとされた期間を含め、再申立てを行ってい

る。 

   しかしながら、再申立内容は、当委員会の当初の決定を変更すべき新た

な資料・情報とは認められず、そのほかに当委員会の当初の決定を変更す

べき新たな事情も見当たらないことから、申立人は、申立期間のうち、昭

和 39 年６月から 44 年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

   また、申立期間のうち、昭和 44 年４月から 45 年３月までの国民年金保

険料については、既に納付済みの記録となっていることから、納付記録を

訂正する必要は無い。 

 

 



京都国民年金 事案 1896 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 62 年３月から平成元年５月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62 年３月から平成元年５月まで 

    Ａ県で塾講師をしていた昭和 62 年３月ごろ、塾長に勧められて国民年

金に加入した。国民年金保険料の納付方法等の詳細については、20 年以

上前のことであり、よく覚えていないが、申立期間の保険料が未納とな

っていることには納得できないので、調査してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 62 年３月ごろ国民年金の加入手続を行い、申立期間の国

民年金保険料を納付していたと主張している。 

   しかしながら、申立期間の国民年金保険料を納付するには国民年金手帳

記号番号の払出しが必要であるが、「国民年金手帳記号番号払出簿検索シス

テム」によりＡ県内すべてについて「Ｂ（漢字）」及び「Ｃ（カナ）」で検

索したが、該当者はおらず、申立人に対し、同手帳記号番号が払い出され

た形跡は見当たらないことから、申立人は国民年金に未加入であり、申立

期間の保険料を納付できなかったものと考えられる。 

   また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人について、氏

名を複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、国民年金手帳記号番号

が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



京都国民年金 事案 1897 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44年６月から 48年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年６月から 48 年３月まで 

    私は、昭和 44 年６月に婚姻して国民年金に再加入し、妻については、

国民年金の加入手続を行って申立期間の国民年金保険料は、毎月、夫婦

一緒に集金人に納付していた。申立期間が未納となっていることには納

得できないので、調査してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、婚姻後、国民年金の再加入手続を行い、申立人の妻について

は、国民年金の加入手続を行って申立期間の国民年金保険料は夫婦一緒に

納付していたと主張している。 

   しかしながら、申立期間の国民年金保険料を夫婦一緒に納付するには、

夫婦共に国民年金手帳記号番号の払出しが必要であるが、申立人の同手帳

記号番号は昭和 39 年 10 月に払い出されているのに対し、申立人の妻の同

手帳記号番号は 49 年１月に払い出されていることが、同手帳記号番号払出

簿により確認できることから、申立内容とは符合しない上、当時の被保険

者台帳である特殊台帳においても、申立人夫婦共に申立期間は「未納」と

なっていることが確認できる。 

   また、申立人夫婦が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人について、

旧姓を含め複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の国民年金手

帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しない。 



   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



京都国民年金 事案 1898 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44年６月から 48年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年６月から 48 年３月まで 

    私は、昭和 44 年６月に再婚して、夫が国民年金の加入手続を行い、申

立期間の国民年金保険料は、毎月、夫婦一緒に集金人に納付していた。

申立期間が未納となっていることには納得できないので、調査してほし

い。 

        

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、再婚後、国民年金に加入し、申立期間の国民年金保険料は夫

婦一緒に納付していたと主張している。 

   しかしながら、国民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳

記号番号は、昭和 49 年１月に払い出されていることが同手帳記号番号払出

簿により確認できることから、夫婦一緒に申立期間の保険料を納付したと

する申立内容とは符合しない上、申立人が国民年金に加入した上記の時点

では、申立期間の一部は既に時効により保険料を納付できない期間であり、

申立期間の保険料を納付するには過年度納付及び特例納付によることとな

るが、さかのぼって納付したとの主張は無い。 

   なお、申立人には、昭和 37 年 10 月に申立人の元夫と国民年金手帳記号

番号が連番で払い出されていることが確認できるものの、申立人の特殊台

帳が、44 年７月 19 日にＡ県Ｂ社会保険事務所（当時）へ移管され、その

後、申立人は不在被保険者として管理されていた記載が同台帳により確認

できることから、申立人は、この手帳記号番号では申立期間の国民年金保

険料を納付できなかったものと考えられる。 



   また、申立人夫婦が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



京都国民年金 事案 1899 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年７月から平成３年３月までの国民年金保険料につい

ては、免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55 年７月から平成３年３月まで 

    私は、当時、Ａ市に居住しており、昭和 55 年７月又は同年８月に、Ｂ

社会保険事務所（当時）又は勤務先に近いＣ市Ｄ区役所で、元妻と一緒

に国民年金保険料の免除申請を行い、その後も保険料は免除されている

はずである。申立期間が免除期間になっていないことには納得できない。

なお、私の名前は、「Ｅ（カナ）」や「Ｆ（カナ）」と読み違えられること

や「Ｇ（漢字）」又は「Ｈ（漢字）」と書き間違えられることがあるので、

誤って記録されていないかについても調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 55 年７月又は同年８月に、申立人の元妻と一緒に国民年

金保険料の免除申請手続をＢ社会保険事務所又はＣ市Ｄ区役所で行ったと

主張している。 

   しかしながら、申立期間について、申立人が国民年金保険料の免除申請

手続を行うためには、国民年金手帳記号番号が払い出されていることが必

要であるが、申立期間当時、申立人に同手帳記号番号が払い出された形跡

は見当たらず、申立人には、平成３年 12 月に、Ｉ県Ｊ郡Ｋ町において払い

出されていることが「年金手帳委託交付受払簿」により確認できる上、一

緒に保険料の免除申請手続を行ったとする元妻も申立期間は国民年金の未

加入期間であることが確認でき、申立内容とは符合しない。 

   また、国民年金の免除申請手続は、住所地の市区町村において行うこと

とされており、Ａ市民であった申立人がＣ市Ｄ区役所又はＢ社会保険事務



所において国民年金保険料の免除申請手続を行ったとする申立内容は不自

然である上、Ｃ市が国民年金の加入状況、保険料の納付状況等を記録して

いる国民年金収滞納リストでも、「登載なし」と記載されており、申立人は、

申立期間当時、同市において、国民年金の被保険者として管理されていな

かったことが確認できる。 

   さらに、申立人について、「Ｅ（カナ）」及び「Ｆ（カナ）」を含め、氏名

を複数の読み方で検索するとともに、国民年金手帳記号番号払出簿におい

て、「Ｇ（漢字）」及び「Ｈ（漢字）」についても検索したが、該当者はおら

ず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事

情も見当たらない上、ほかに申立人について申立期間の保険料が免除され

ていたことをうかがわせる周辺事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認

めることはできない。 

 



京都国民年金 事案 1900 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44年 10月から 47年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年 10 月から 47 年３月まで 

    私は、昭和 44 年 10 月ごろ、Ａ市役所で夫婦及び弟の国民年金の加入

手続を行い、集金人に３人分の国民年金保険料を納付していた。弟は申

立期間の一部を納付しており、その領収書も有るが、一緒に納付した私

たち夫婦の申立期間が未納となっていることには納得できないので、調

査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 44 年 10 月ごろ、Ａ市役所で申立人夫婦及び申立人の弟

の国民年金加入手続を行い、集金人に３人分の国民年金保険料を納付して

おり、申立人の弟の 47 年２月及び同年３月の保険料を納付した領収書を所

持していると主張している。 

   しかしながら、国民年金保険料納付の前提となる申立人夫婦の国民年金

手帳記号番号は、昭和 48 年２月１日に連番で払い出され、申立人の弟も同

日に払い出されていることが、同手帳記号番号払出簿により確認できるこ

とから、このころ申立人は国民年金に加入したものと推認され、申立内容

とは符合しない。 

   また、当時、Ａ市では、集金人が過年度保険料を徴収していたことが確

認されており、申立人の弟については、国民年金手帳及び国民年金保険料

領収書により、昭和 48 年２月 28 日に昭和 47 年度の国民年金保険料と共に

昭和 47 年２月及び同年３月の保険料が一括納付されていることが確認で

きるのに対し、申立人夫婦については、夫婦の国民年金手帳により、同年



４月から同年 12 月までの保険料が 48 年１月 24 日に、同年１月から同年３

月までの保険料が同年２月 22 日に納付されていることが確認できること

から、申立期間の保険料が申立人の弟と同一日に納付されていないことが

確認できる上、上記の国民年金に加入した時点では、申立期間の一部は既

に時効により保険料を納付できない期間であり、申立期間の保険料を納付

するには、過年度納付及び特例納付によることとなるが、国庫金である特

例納付の保険料は集金人には納付できず、特例納付が実施されていた時期

でもなく、申立内容は不自然である。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料(家計簿、確定申告書等)は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人について、婚

姻前の氏名を含め複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の国民

年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



京都国民年金 事案 1901 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44年 10月から 47年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 (死亡) 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年 10 月から 47 年３月まで 

    昭和 44 年 10 月ごろ、妻がＡ市役所で夫婦及び義弟の国民年金の加入

手続を行い、集金人に３人分の国民年金保険料を納付してくれていた。

申立期間が未納となっていることには納得できないので、調査してほし

い。なお、義弟は申立期間の一部を納付しており、その領収書も有る。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の納付記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その妻が昭和 44 年 10 月ごろ、Ａ市役所で申立人夫婦及び申

立人の義弟の国民年金加入手続を行い、集金人に３人分の国民年金保険料

を納付しており、申立人の義弟の 47 年２月及び同年３月の保険料を納付し

た領収書を所持していると主張している。 

   しかしながら、国民年金保険料納付の前提となる申立人夫婦の国民年金

手帳記号番号は、昭和 48 年２月１日に連番で払い出され、申立人の義弟も

同日に払い出されていることが、同手帳記号番号払出簿により確認できる

ことから、このころ申立人は国民年金に加入したものと推認され、申立内

容とは符合しない。 

   また、当時、Ａ市では、集金人が過年度保険料を徴収していたことが確

認されており、申立人の義弟については、国民年金手帳及び国民年金保険

料領収書により、昭和 48 年２月 28 日に昭和 47 年度の国民年金保険料と共

に昭和 47 年２月及び同年３月の保険料が一括納付されていることが確認



できるのに対し、申立人夫婦については、夫婦の国民年金手帳により、同

年４月から同年 12 月までの保険料が 48 年１月 24 日に、同年１月から同年

３月までの保険料が同年２月 22 日に納付されていることが確認できるこ

とから、申立期間の保険料が申立人の義弟と同一日に納付されていないこ

とが確認できる上、上記の国民年金に加入した時点では、申立期間の一部

は既に時効により保険料を納付できない期間であり、申立期間の保険料を

納付するには、過年度納付及び特例納付によることとなるが、国庫金であ

る特例納付の保険料は集金人には納付できず、特例納付が実施されていた

時期でもなく、申立内容は不自然である。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料(家計簿、確定申告書等)は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人について、氏

名を複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の国民年金手帳記号

番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



京都国民年金 事案 1902  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 10年６月から 12年３月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10 年６月から 12 年３月まで 

    大学在学中は、国民年金保険料の免除申請手続を行っており、申立期

間の保険料が免除されていないことには納得できないので、調査してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料について、免除申請手続を行って

おり、免除されているはずであると主張している。 

   しかしながら、申立人が、申立期間の国民年金保険料の免除を受けるた

めには、申立人の親元の世帯員の所得状況等の関係資料を提出し、保険料

免除基準に該当した場合に免除されることとなるが、Ａ市が国民年金の加

入状況、保険料の納付状況等を記録している国民年金収滞納リストにおい

て、保険料が免除された記録とはなっておらず、このことはオンライン記

録とも一致していることから、申立期間の保険料は免除されていなかった

ものと考えられる。 

   なお、平成 12 年度からは学生納付特例制度が開始され、学生等である被

保険者の所得が基準額以下であれば国民年金保険料の納付を要しないこと

とされており、申立人は、同年度については同特例制度を利用しているこ

とがオンライン記録により確認できる。 

   また、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されたことを示す関連

資料は無く、ほかに申立期間の保険料が免除されていたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 



   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認

めることはできない。 

 



京都国民年金 事案 1903 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50 年２月から同年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50 年２月から同年９月まで 

    私の年金記録には、８か月の国民年金保険料の未納が有るが、一括納

付したことを覚えており、国民年金手帳にも納付記録が記載されている。

申立期間が未納であることには納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料は一括納付したことを覚えており、

国民年金手帳にもその旨が記載されていると主張している。 

   しかしながら、国民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳

記号番号は、昭和 50 年 12 月に払い出されていることが同手帳記号番号払

出簿により確認でき、申立人の所持する国民年金手帳が同年 11 月 21 日に

発行されていることから、この日に申立人は国民年金に加入したものと推

認され、この時点で、申立期間の保険料を納付するには過年度納付及び現

年度納付によることとなるが、申立人の国民年金手帳の「昭和 50 年度国民

年金印紙検認記録」欄には検認印が無い上、当時の被保険者台帳である特

殊台帳でも未納とされていることが確認できることから、申立期間の保険

料は納付されなかったものと考えられる。 

   なお、申立人は、上記の国民年金に加入した時点で、昭和 50 年 10 月か

ら 52年 10月までの国民年金保険料を申請免除され、当該期間については、

その後、56 年９月 13 日に３万 8,800 円が一括追納されていることが特殊

台帳により確認できることから、申立人は、このことと誤認している可能

性もうかがわれる。 



   また、申立人は国民年金保険料を納付している根拠として、所持してい

る国民年金手帳に資格取得日が昭和 50 年２月 26 日と記載されていること

を挙げているが、この資格取得日は保険料納付の事実を示すものではなく、

この日が国民年金被保険者の資格を取得した日であることを示すものであ

る。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人について、

氏名を複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の国民年金手帳記

号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



京都厚生年金 事案 1943 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32 年５月から同年８月まで 

             ② 昭和 32 年９月から同年 12 月まで 

             ③ 昭和 36 年 11 月から 37 年４月まで 

             ④ 昭和 37 年 10 月から 38 年１月まで 

             ⑤ 昭和 54 年７月から 56 年５月まで 

    私は、昭和 32 年５月から同年８月までの４か月間はＡ株式会社（後に、

有限会社Ｂ）に、同年９月から同年 12 月までの４か月間はＣ店（後に、

株式会社Ｄ）に、36 年 11 月から 37 年４月までの６か月間はＥ株式会社

（現在は、Ｆ株式会社）に、同年 10 月から 38 年１月までの４か月間は

Ｇ株式会社に、54 年７月から 56 年５月までの 23 か月間は株式会社Ｈに

勤務していたが、社会保険事務所（当時）に厚生年金保険被保険者記録

を照会したところ、被保険者記録が無いとの回答であったが、厚生年金

保険料を給与から引かれていたので、厚生年金保険の加入記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、Ａ株式会社の元事業主の供述及び当該事業所が保

管している申立人の履歴書により、申立期間とは相違しているものの、申

立人が当該事業所に勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、元事業主は、当該事業所は既に解散し、関連資料は保管

していないため、申立期間当時の状況については分からない旨の供述をし

ていることから、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除につい

て確認することができない。 

   また、申立人は当時の同僚等を記憶しておらず、申立期間における申立

 



人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認できる供述を得るこ

とができない。 

   さらに、Ａ株式会社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、被

保険者であったことが確認できる従業員は全員所在不明であり、申立内容

に係る供述を得ることはできなかった。 

   加えて、上記被保険者名簿において、申立期間に申立人の氏名は記録さ

れておらず、健康保険の整理番号が連続しており、欠番も見られないため

申立人の加入記録が欠落したとは考え難い。 

   申立期間②について、Ｃ店の事業主は既に死亡しており、当該事業所の

後継事業所と推認できる株式会社Ｄの事業主及び役員は、申立期間当時の

記録は保管しておらず、申立内容について確認することができない旨の供

述をしており、申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控

除について確認することができない。 

   また、Ｃ店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、被保

険者であったことが確認できる複数の同僚は、申立人のことを記憶してお

らず、申立内容を確認できる供述を得ることができない。 

   さらに、上記被保険者名簿によれば、Ｃ店が厚生年金保険の適用事業所

となったのは昭和 33 年９月１日からであり、申立期間において適用事業所

ではなかったことが確認できる。 

   申立期間③について、Ｅ株式会社の後継事業所であるＦ株式会社の事業

主は、申立期間当時の資料を保管しておらず、当時の担当者もいないため、

申立人の勤務実態及び保険料控除については分からない旨の供述をしてお

り、申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について

確認することができない。 

   また、Ｅ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、被保

険者であったことが確認できる複数の同僚は、申立人のことを記憶してお

らず、申立内容を確認できる供述を得ることができない。 

   さらに、Ｅ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、

申立期間に申立人の氏名は確認できない上、健康保険の整理番号が連続し

ており、欠番も見られないため申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

   申立期間④について、Ｇ株式会社の事業主は、申立期間当時の資料を保

管していないため、申立人の勤務実態及び保険料控除については分からな

い旨の供述をしている。 

   また、申立期間当時の経理担当者は、「申立人が４か月間勤務していたこ

とは記憶しているが、厚生年金保険の加入手続をしておらず、保険料も控

除していないと思う。」と供述をしている。 

   さらに、Ｇ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から被保

険者であったことが確認できる同僚は、申立人のことを記憶しておらず、



申立内容を確認できる供述を得ることができない。 

   加えて、Ｇ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、

申立期間に申立人の氏名は確認できない上、健康保険の整理番号が連続し

ており、欠番も見られないため申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

   申立期間⑤について、雇用保険の加入記録から、申立人が昭和 54 年９月

21 日から 55 年６月 25 日までの期間において、株式会社Ｈに勤務していた

ことが確認できる。 

   しかし、株式会社Ｈは既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、

申立人の申立期間当時の事業主等の所在が確認できないため、厚生年金保

険料の控除について確認することができない。 

   また、申立人が記憶している同僚及び株式会社Ｈに係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿に記載されている申立人を記憶している複数の同僚は、

申立人が申立期間勤務していた旨の供述をしているが、厚生年金保険料の

控除についての供述を得ることができない。 

   さらに、オンライン記録によれば、株式会社Ｈが厚生年金保険の適用事

業所となったのは昭和 55 年 12 月１日からであり、それ以前の申立期間に

おいて適用事業所であった記録は確認できない。 

   加えて、オンライン記録によると、申立人は申立期間において国民年金

に加入し、申立期間のうち昭和 55 年４月から 56 年５月までは全額申請免

除期間となっていることが確認できる。 

   また、株式会社Ｈに係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、

申立期間に申立人の氏名は確認できない上、健康保険の整理番号が連続し

ており、欠番も見られないため申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

   このほか、申立人の申立期間①、②、③、④及び⑤における厚生年金保

険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①、②、③、④及び⑤に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めるこ

とはできない。 

 



京都厚生年金 事案 1944 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年５月１日から５年 10月 31日まで 

    私は、平成２年５月からＡ株式会社に勤め、８年７月 31日に退社した。

社会保険事務所（当時）の記録によると、厚生年金保険は平成５年 11 月

１日から適用されていることが分かったので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ株式会社が保管している社員名簿によると、申立人は平成３年５月４

日から同事業所で勤務していることが確認できることから、申立人が、申

立期間のうち、一部の期間において同事業所で勤務していたことは認めら

れる。 

   しかし、Ａ株式会社の事業主に照会したところ、申立人はパートタイマ

ーであり、平成５年 11 月に本人の希望で厚生年金保険に加入させた旨の回

答をしている上、同事業所が保管していた平成４年における給与明細書に

よると、申立人の給与から厚生年金保険料が控除されていないことが確認

できる。 

   また、Ａ株式会社における元同僚に照会を行ったところ、申立人が勤務

していたことを記憶している者はいたものの、申立期間において申立人の

給与から厚生年金保険料が控除されていたことについて確認できる供述を

得ることはできない。 

   さらに、申立人のＡ株式会社における雇用保険の加入記録によると、申

立人の被保険者資格取得日は平成５年 11 月１日であり、厚生年金保険の被

保険者資格取得日と一致することが確認できる。 



   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



京都厚生年金 事案 1945 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険第四種被保険者として厚生

年金保険料を納付していたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52 年７月１日から 56 年３月 31 日まで 

    私は、昭和 52 年６月 30 日にＡ有限会社を退社し、同年７月１日から

厚生年金保険第四種被保険者になり、56年３月まで保険料を納付したが、

オンライン記録では、この期間については、厚生年金保険に未加入とな

っている。当時の確定申告書の写しから、保険料を納付していたことは

明らかなので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間当時、申立人の住所地を管轄していた社会保険事務所（当時）

が保管する債権管理簿及び厚生年金保険第四種被保険者名簿において、申

立人の氏名、厚生年金保険被保険者手帳記号番号、生年月日及び住所地が

記載されていることが確認できることから、申立人が厚生年金保険第四種

被保険者の資格取得に係る手続を行ったことは確認できる。 

   しかし、申立人が厚生年金保険第四種被保険者に係る保険料を納付した

ことについては、上記債権管理簿に、「取消」との記載がある上、当該保険

料に係る収納月日欄には、収納日が記録されていないことから、当該保険

料が納付されることなく、被保険者資格が取り消されたことがうかがえる。 

   また、申立人は、厚生年金保険第四種被保険者に係る保険料を納付して

いたことを確認できる資料として、昭和 53 年から 56 年までの確定申告書

の写しを提出しているが、申立人が、老齢年金の受給資格を満たすために

は 60 年３月まで当該保険料を納付する必要があったところ、56 年の確定

申告書に記載されている厚生年金保険料額には「終了」と追記されている



ほか、全期間において、当該確定申告書の写しに記載されている厚生年金

保険料と、申立人の標準報酬月額及び当時の保険料率から算出した年間の

厚生年金保険料は、一致しておらず、当該確定申告書の写しをもって、申

立人が当該保険料を納付していたことを確認することはできない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の納付について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険第四種被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を納付していたことを認めることはできない。 

 



京都厚生年金 事案 1946 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33 年５月１日から 34 年３月 10 日まで 

             ② 昭和 38 年 11 月１日から 41 年３月 30 日まで 

    申立期間①は、Ａ株式会社Ｂ部に勤務し、昭和 33 年 10 月＊日の結婚

式には上司のＣ部長が出席したことが地元紙で報道された。 

    申立期間②は、Ｄ社（株式会社Ｅ。現在は、株式会社Ｆ）の営業とし

て勤務した。同一敷地内にＧ株式会社があり、ここの厚生年金保険に加

入していたかもしれない。 

    すべての申立期間を厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ株式会社に係る申立期間①について、申立期間当時の複数の同僚の供述か

ら、申立人が申立期間の一部について当該事業所に勤務していたことは推認

できる。 

   しかし、当該事業所に照会したところ、「申立人名で昭和 34年４月２日と記

載されている退職願のほかに当時の資料を保管していないため不明である。」

と回答しており、申立期間における申立人の正確な勤務実態及び厚生年金保

険料の控除については確認することができない。 

   また、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において確認で

きる申立期間当時の同僚は、「入社後最初は見習いだった。入社してから３か

月から１年で正社員になった。」と供述しており、昭和 33 年１月に入社した

と供述している別の同僚は、同年７月に厚生年金保険の被保険者資格を取得

していることが確認できることから、当時、当該事業所においては、従業員



のすべてについて、入社当初から厚生年金保険に加入させる取扱いではなか

ったことがうかがえる。 

   さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に、申立人の

氏名は記載されておらず、健康保険の整理番号も連続しており欠番も見られ

ないため、申立期間において申立人の加入記録が欠落したとは考え難い。 

   株式会社Ｅに係る申立期間②について、申立期間当時の複数の同僚の供述か

ら、申立期間のうち一部期間については、申立人が当該事業所に勤務してい

たことは推認できる。 

   株式会社Ｆに照会したところ、「申立人が勤務していたことは記憶している

が、申立期間当時の事業主は既に死亡しており、資料も保管していないため

不明である。」と回答しており、申立期間における申立人の正確な勤務実態及

び厚生年金保険料の控除については確認することができない。 

   また、オンライン記録において、株式会社Ｅが厚生年金保険の適用事業所に

なったのは、昭和 41 年７月１日であり、申立期間当時の複数の同僚は、「申

立期間は厚生年金保険に加入しておらず、会社に頼んで昭和 41年７月から社

会保険に加入した。」と供述している。 

   このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



京都厚生年金 事案 1947 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 44年６月６日から 46年５月 16日まで 

             ② 昭和 46年５月 16日から 49年４月１日まで 

    昭和44年の夏ごろから46年の春ごろまでＡ市Ｂ区に所在した有限会社Ｃ

に正社員の大工として勤務をし、46年春ごろから 49年の春までＤ郡Ｅ町に

所在した有限会社Ｆに正社員の大工として勤務をしたが、社会保険事務所

(当時)へ照会したところ、厚生年金保険が未加入となっている。申立期間

について、厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   有限会社Ｃに係る申立期間①について、申立人の記憶する元事業主及び同僚

の氏名が当該事業所に係る商業登記簿謄本の役員欄に記載されており、申立

期間①を含む昭和 44年５月 13日から同年 12 月２日まで及び 45年５月 15日

から同年 11 月 21 日までは事業所名は不明であるが雇用保険の加入記録が確

認できることから、申立人が一部の期間において、当該事業所に勤務してい

たことは推認できる。 

   しかし、上記元事業主等の所在を確認することができない上、上記同僚は申

立人を記憶しておらず、有限会社Ｃは既に解散しているため、関連資料等を

確認することができず、申立期間①における申立人の正確な勤務期間及び厚

生年金保険料の控除について確認することができない。 

   また、オンライン記録において、有限会社Ｃが厚生年金保険の適用事業所で

あったことを確認することができない上、上記の謄本に記載されている役員

４人についても当該事業所に係る厚生年金保険の加入記録が確認できない。 



   次に、有限会社Ｆに係る申立期間②について、申立人の記憶する元事業主及

び同僚の氏名が、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票に記

載されており、申立期間②のうち昭和 46 年５月 16 日から同年 11 月 30 日ま

で、47年４月 10日から同年 11月 30日まで及び 48年４月３日から同年 12月

20 日までの期間において雇用保険の加入記録が確認できることから、申立人

が一部の期間において、当該事業所に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、上記元事業主は既に亡くなっている上、有限会社Ｆは解散している

ため、関連資料等を確認することができず、申立期間②における申立人の正

確な勤務期間及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

   また、有限会社Ｆに係る健康保険厚生年金保険被保険者原票に記載されてい

る元従業員に照会したが、申立人の正確な勤務期間及び厚生年金保険料の控

除を確認できる回答を得ることができない。 

   さらに、上記被保険者原票において、申立人が同じ内容の仕事をしていたと

記憶する同僚の氏名は記録が確認できない。 

   加えて、同被保険者原票において健康保険証の整理番号は連続しており、欠

番も見られないため、申立期間②において申立人の加入記録が欠落したとは

考え難い。 

   このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



京都厚生年金 事案 1948 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住    所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年４月 29日から同年５月１日まで 

    Ａ株式会社に昭和 55 年４月から平成元年４月末日まで在籍していた。ね

んきん定期便の被保険者記録を確認したところ、平成元年４月が未加入に

なっている。同年４月末日まで在籍し、所持している同年４月分の給与明

細書では厚生年金保険料が控除されているので、同年４月についても厚生

年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は平成元年４月29日及び30日は休日であったため出勤しなかったが、

同月末日まで在籍していたと主張しているが、Ａ株式会社は、「申立期間当時

の人事記録等は保管されていないため、申立人が同年４月末日まで在籍して

いたか否かについては不明である。」と回答していることから、申立人の正確

な勤務実態については確認することができない。 

   また、Ａ株式会社は、「申立期間当時の給与締切日は毎月 15日、給与支払日

は当月 25 日で、厚生年金保険料の控除については翌月控除であった。」と回

答しており、申立人が所持している平成元年４月分の給与明細書において、

本給の欄に５月分の給与額が併記されていることから、４月分の給与支払と

同時に５月分の給与が支給されたことが確認できるものの、当該明細書の厚

生年金保険料控除欄には３月に係る１か月分の保険料しか記載されておらず、

４月分の保険料は控除されていないことが確認できる。 

   さらに、申立人のＡ株式会社における厚生年金保険の資格喪失日は平成元年

４月 29 日、雇用保険の離職日は同年４月 28 日となっており、社会保険事務

所（当時）の事務処理に不自然さは見られない。 



   加えて、Ａ株式会社は、「当時、月末退職者の退職日の取扱いについては、

本人の希望又は会社の都合等により、退職日を月末としない例が複数あっ

た。」と回答していることから、申立人の資格喪失日についても同様の処理が

行われた可能性が高い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



京都厚生年金 事案 1949 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39 年８月 15 日から 40 年５月８日まで 

             ② 昭和 42 年 10 月 31 日から 44 年８月１日まで 

    申立期間についてＡ株式会社（社会保険事務所（当時）の記録では、Ｂ

株式会社）Ｃ支店又はＤ企業組合Ｅ営業所（昭和 43 年３月にＦ株式会社、

その後同年 10月にＧ株式会社に商号変更。現在は、Ｈ株式会社）に勤務し

ていたが、厚生年金保険被保険者期間の照会をしたところ、上記申立期

間について厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間にＡ株式会社Ｃ支

店又はＤ企業組合Ｅ営業所に勤務していたと思うので、調査の上、厚生

年金保険の加入記録を訂正してほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、雇用保険の加入記録及びＡ株式会社Ｃ支店に勤務した

元同僚の供述から、申立人が、少なくとも申立期間のうち一部の期間におい

て、当該事業所に勤務していた可能性はある。 

   しかしながら、申立期間①及び②当時、Ａ株式会社Ｃ支店及びＤ企業組合Ｅ

営業所に勤務した上記同僚を含む元従業員に照会したが、申立人の正確な勤

務期間及び厚生年金保険料の控除について供述を得ることはできない。 

   また、Ａ株式会社Ｃ支店は昭和 44 年３月に厚生年金保険の適用事業所では

なくなっているため、同社Ｉ本社に照会をし、一方のＤ企業組合Ｅ営業所に

ついては、後継事業所であるＨ株式会社に照会したが、いずれの事業所も、



申立期間①及び②当時の賃金台帳等の関連資料は保管しておらず、申立期間

における申立人の勤務実態及び申立人の給与から厚生年金保険料が控除され

ていたことは確認できない。 

   さらに、Ａ株式会社Ｃ支店、Ｄ企業組合Ｅ営業所、Ｆ株式会社及びＧ株式会

社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人の氏名は記載

されていない上、健康保険番号が連続しており欠番もみられないことから、

申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

   加えて、申立期間②について、申立人に係る雇用保険の加入記録は確認でき

ない。 

   このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



京都厚生年金 事案 1950 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年 10月から 33年３月１日まで 

    私は株式会社Ａに、昭和 30 年 10 月から 34 年２月１日までの約３年５か

月くらい、住み込みで勤務をした。ねんきん特別便を見ると、33 年３月１

日からの年金加入記録となっており、自分の記憶よりも短く、納得できな

い。食事代と厚生年金保険料は、給与天引きされていた。調査の上、申立

期間を厚生年金保険の加入期間に認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   株式会社Ａの同僚の供述から、申立人が申立期間の一部において勤務して

いたことは推認できる。 

   しかし、株式会社Ａの事業主は、「厚生年金保険の資格取得、喪失届等の

資料は、本社新社屋移転の際、紛失したため、申立人の勤務期間などを証

明できるものは残っていない。」と回答しており、申立人の勤務実態及び給

与から厚生年金保険料が控除されていたことを確認することはできない。 

   また、申立人を記憶する複数の同僚は、申立人が勤務していたことは記憶し

ているが、勤務期間及び厚生年金保険料の控除について確認できる供述は得

られなかった。 

   さらに、申立人を記憶している元同僚は、同人が記憶する勤務開始日よりも

１年近く遅れて厚生年金保険被保険者の資格を取得しており、当該事業所で

は入社してすぐに厚生年金保険の加入手続を行っていたわけではなかったこ

とがうかがえる。 

   加えて、株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認して



も、申立期間における健康保険番号の欠番等、不自然な点は認められないた

め、申立人の厚生年金保険の資格取得日が誤って記載されたとは考え難い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



京都厚生年金 事案 1951 

 

第 1 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年８月１日から 49年６月１日まで 

    昭和 46年８月から 49年６月までの間、株式会社Ａ（現在は、株式会社Ｂ）

に勤務していたが、「ねんきん特別便」に係る加入記録の回答によると、厚

生年金保険が未加入となっているので、厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   株式会社Ｂの現在の事業主及び元同僚の供述から、期間は特定できないもの

の、申立人が株式会社Ａに勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、現在の事業主は、「申立期間当時、現場に勤務していた者は、

ほとんど厚生年金保険に加入していない時期であった。」と回答している上、

当時の名簿等関連資料は保存されておらず、申立人の申立期間に係る同社の

勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

   また、株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期間

当時、厚生年金保険に加入していたことが確認できる元同僚９人に照会をし

たところ、５人から回答があり、そのうち２人は申立人が勤務していたこと

の記憶はあるが、勤務期間等についての供述を得ることができないため、申

立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認でき

ない。 

   さらに、オンライン記録によると、申立人は、昭和 46 年３月 29 日から 49

年６月１日までの申立期間を含む期間において、国民年金に加入しているこ

とが確認でき、このうち、同年４月及び同年５月の国民年金保険料を現年度



納付していることが確認できる。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



京都厚生年金 事案 1952 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年 11月１日から 10年８月 21日まで 

    62 歳のときに社会保険事務所（当時）から届いた資料を見ると、有限会

社Ａに勤務していた期間のうち平成９年 11 月から 10 年８月までの標準報

酬月額が、支給されていた給与額の半額であることが分かった。支給給与

額は平均して 50万円ほどだったので、その報酬月額に見合うように訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、有限会社Ａに勤務していた期間のうち、平成９年 11 月から 10

年８月までの期間の標準報酬月額が、当時の給与支給額からみると低額で

あるとして申し立てている。 

   しかしながら、オンライン記録によると、申立人の標準報酬月額は、平

成９年 10 月までは 47 万円と記録されているが、同年 11 月に 26 万円に、

10 年２月には 19 万円に改訂され、他の従業員についても同様に標準報酬

月額が下がっていることが確認できる。 

   また、申立人は当時の給与明細書等を保管していないため、事業主に照

会したところ、「平成９年 11 月に賃金規程（ポイント制）を変更しており、

従業員にも説明を行い、納得してもらった。給与額すべてが歩合給だと良

くないとのことで歩合給制度を見直し、基本給を基に新たに標準報酬月額

を決定し、随時改定の届出を行った。」と供述している。 

   さらに、申立人が主張している標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の

控除については、事業主が所持している申立人に係る平成９年６月分から



同年 12 月分までの給与明細書の写しから、オンライン記録の標準報酬月額

に基づく保険料が控除されていることが確認でき、事業主から提出のあっ

た平成 10 年個別支給明細集計表に記載されている社会保険料額から、９年

12 月から 10 年７月までについて、オンライン記録の標準報酬月額に基づ

く保険料が控除されていることが確認できる。 

   このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



京都厚生年金 事案 1953 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53 年３月 26 日から 54 年１月１日まで 

    私は、株式会社Ａに勤務し、昭和 53 年１月から同年３月までＢ県Ｃ町

でゴミ焼却炉本体工事を施工した記憶が有る。工事後は、Ｄの工場に戻

り、同年９月には、Ｅ県Ｆでゴミ焼却炉本体工事を施工した。申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の株式会社Ａにおける業務内容の記憶及び同僚の供述から、期間

の特定はできないが、申立人が当該事業所に勤務していたことは推認でき

る。 

   しかしながら、株式会社Ａは、昭和 61 年４月１日に厚生年金保険の適用

事業所ではなくなっており、当時の事業主も既に亡くなっているため、申

立人の申立期間における勤務実態及び申立人の給与から厚生年金保険料が

控除されていたことを確認することができない上、複数の同僚に照会した

が、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除につい

て確認できる供述や関連資料を得ることができない。 

   また、株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立人は、昭和 53 年３月 26 日付けで厚生年金保険の被保険者資格を喪失

し、健康保険証を同年３月 31 日に返納していることが確認できる上、同名

簿の健康保険の整理番号は連続し、欠番も無いことから、申立人の記録が

欠落したものとは考え難い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、



確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



京都厚生年金 事案 1954 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24 年１月１日から 26 年８月１日まで 

    株式会社ＡのＢ出張所における私の厚生年金保険の資格取得日が昭和

26 年８月１日となっているが、同事業所には戦後直後の 20 年から勤務

しており、同事業所が厚生年金保険の適用事業所となった 24 年１月１日

から厚生年金保険の被保険者となっているはずである。調査して記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚の供述及び申立人が昭和 25 年 10 月１日付けの株式会社Ａの

竣工記念案内状等を所持していることから、申立人が同社Ｂ出張所に勤務

していたことは推認できる。 

   しかしながら、株式会社ＡのＢ出張所は、既に解散し、当時の事業主も

所在不明であるため、申立人の申立期間における勤務実態及び給与から厚

生年金保険料が控除されていたことを確認することはできない上、同僚か

らは、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険の控除につい

て確認できる供述や関連資料を得ることができない。 

   また、株式会社ＡのＢ出張所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

おいて、申立期間に被保険者資格を取得した者を確認したが、申立人の氏名

は見当たらず、健康保険の整理番号は連続し、欠番も無いことから、申立

人の記録が欠落したものとは考え難い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



京都厚生年金 事案 1955(事案 1011 の再申立て) 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間①について、Ａ企業組合における厚生年金保険被保険

者の資格喪失日を訂正する必要は認められない。 

   また、申立人は、申立期間②に係る脱退手当金を受給していないものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34 年７月 15 日から 36 年 12 月 15 日まで 

             ② 昭和 34 年７月 15 日から 37 年５月 30 日まで 

    申立期間①について、当時、住宅貸付を受けるための申請書類には私

の職業は「無職」と記載しており、Ａ企業組合を退職していた証明であ

る。 

    また、脱退手当金は、勤務期間が異なると支給金額も異なるはずであ

り、申立期間②について脱退手当金が支給されたとする年金記録はおか

しいので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   前回、申立期間①については、ⅰ)申立人は、Ａ企業組合を昭和 36 年 12

月 15 日に出産のため退職したと主張しているが、Ａ企業組合に照会したと

ころ、申立人が主張することを示す資料は保管されていないため退職日は

不明であると回答していることから、申立人の主張する事実について確認

できないこと、ⅱ)当時、当該事業所に勤務していた同僚に照会しても、申

立人が昭和 36年 12月 15日に退職した事実を確認するための供述は得られ

ないことなどから資格喪失日を訂正する必要は認められない。 

   また、申立期間②については、申立人が勤務していた事業所の被保険者

名簿の申立人の欄には、脱退手当金が支給されたことを意味する「脱」表

示が有るとともに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無



く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２か月後の昭

和 37 年７月 27 日に支給決定されており、一連の事務処理に不自然さはう

かがえず、ほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は

見当たらないことから、既に当委員会の決定に基づき、平成 21 年８月 13 日

付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   今回、申立人は、申立期間①について、当時の住宅貸付調書に申立人の

職業を「無職」と記載していること、申立期間②について、厚生年金保険

の被保険者期間が相違すれば脱退手当金も異なるはずであるため、申立期

間について脱退手当金が支給されたとする年金記録はおかしいとして再申

立てを行っている。 

   しかしながら、申立期間①については、申立人が当時の住宅貸付調書に

「無職」と記載していることのみをもって、直ちに申立人が厚生年金保険

の被保険者資格を喪失していたものと認めることはできない。 

   また、申立人は昭和 37 年＊月＊日に出産しており、前後の期間が、労働

基準法第 19 条の解雇制限期間に当たることを踏まえると、申立人の被保険

者資格喪失日が同年５月 30 日とされていることに不自然さはうかがえず、

そのほかに当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらない

ことから、厚生年金保険被保険者の資格喪失日を訂正する必要は認められ

ない。 

   さらに、申立期間②については、厚生年金保険の資格喪失日を訂正する

ことを前提とする再申立てであることから、再申立内容は、当委員会の当

初の決定を変更すべき新たな事情・情報とは認められず、そのほかに当委

員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらないことから、申立

人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはで

きない。 

 


